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研究成果の概要： 
介護度別効用値は、専門家の VAS（視覚評価法）の平均値（介護度順、0.80、0.72、0.71、
0.61、0.46、0.30、020）とした。65～69 歳の都道府県の加重障害保有割合（WDP）の平均値（人
口千対）は、男性は 10.7～18.9 であり、女性は 8.9～15.6 であった。65歳の障害調整健康余
命（DALE）は、男性は 15.68～17.72 年であり、女性は 19.33～20.75 年であった。DALE と WDP
の相関分析は、DALE は多くの健康指標と有意な負の相関を示し、女性の DALE の方が多くの社
会経済指標と有意な相関を示した。 
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１．研究開始当初の背景 
健康寿命（余命）は、生命の量だけを示す

平均寿命（余命）と異なり、生活の質（QOL）
を含んだ指標とされている。 
健康余命には、一定の障害状態の期間を除

いて計算される無障害健康余命（DFLE: 
disability free life expectancy）と障害
の程度に重み付けをして計算される障害調
整健康余命（DALE: disability-adjusted 
life expectancy）などがある。後者は全障
害の程度に重み付けをするため、有障害の定

義に依存する前者に比較して優れた指標と
されている。 
2000 年に WHO（世界保健機関）が World 
Health Report の中で全加盟国 191 カ国の健
康寿命を発表している。わが国における先行
研究は日常的に利用が困難なさまざまな障
害率のデータを用いて都道府県の DFLE と
DALE を算出している。また、2000 年に介護
保険制度が施行されて以来、先行研究におい
て、すべての介護保険認定者、あるいは介護
度 2 以上の者を障害者と定義した DELE が算
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出されている。 
DALE の算出には死亡と障害の統計ととも

に、それぞれの障害の程度（重み）を数値化
した「効用値」（通常、健康状態を 1＝「完全
な健康」～0＝「死に等しい」の値で評価し
た尺度）が必要である。そこで、われわれは
先行研究において、介護保険認定者を障害を
もっている者と規定し、障害の程度を介護度
として、介護度別の効用値を測定し（要支援
＝0.78、要介護 1＝0.68、要介護 2＝0.64、
要介護 3＝0.44、要介護 4＝0.34、要介護 5
＝0.21）、DALE を算出した。しかし、その後、
2006 年 4 月に介護保険制度が改正され、介護
度は要支援 1、2、要介護 1～5 の 7 段階とな
り、新たな効用値を測定することとした。 
介護保険制度の改正以来、介護予防事業の

実施、要支援の段階での介護予防サービスの
提供が行われているが、これらを評価する一
定の指標はなく、現在自治体ごとに評価方法
が模索されている。介護保険統計を用いた
DALE は、介護度別認定者数を用いて算出する
加重障害保有割合（WDP）を用いるため、認
定率と介護度の変化が DALEの値に反映され、
WDP と DALE を継続的に算出することにより、
介護予防事業と介護予防サービスの評価指
標として使用することが可能である。また、
国、都道府県、市区町村の保健福祉計画の評
価指標としても利用可能であり、さらに、こ
れらの指標と地域の死亡率や社会経済指標
との関連を明らかにすることによって、根拠
に基づいた健康政策の策定にも活用できる。 
 
２．研究の目的 
本研究は、介護保険事業に従事する専門家

（ケアマネジャー、訪問看護師）を対象に、
平成 18 年 4 月の介護保険制度改正後の介護
度別の効用値を測定し、その効用値を用いて、
47 都道府県の 65 歳以上の男女別の WDP と
DALE を算出し、実政策への応用例として 65
歳 DALE（DALE65）と年齢調整 WDP、健康指標、
社会経済指標、人口学的指標との関連につい
て男女別に分析することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
社団法人全国訪問看護事業協会に登録され

ている約3700ヵ所の介護保険事業所から1208

ヵ所を無作為に抽出し、1ヵ所につき、3名分、

計3624名分の調査票を郵送した。なお、効用

値の測定は1名につき無作為に組合せた2つの

異なる介護度となるため、調査票数は計7248

であった。効用値の測定は、一般的な健康状

態について、4つの効用値測定尺度：Euro 

Qol-5 dimensions（EQ-5D：5項目法）、time 

trade-off（TTO：時間得失法）、standard 

gamble （SG：基準的賭け法）、visual analogue 

scale（VAS：視覚評価法）を用いて測定し、

回答は尺度別の既定の手法を用いて、1～0間

の効用値に置換した。効用値の信頼性は一元

配置分散分析を行い、尺度ごとの介護度間の

効用値の差で検討し、妥当性は対応のあるt検
定を用いて、尺度間の効用値の差によって検

討した。 
さらに、研究を進める中で、専門家で測定
した効用値の検証のため、一般の人を対象に
効用値を測定した。 

一般の人を対象に行った効用値の測定は、

東京都足立区と岩手県洋野町在住の65歳～80

歳の男女計300名を住民基本台帳から無作為

に抽出し、自記式質問調査を行った。効用値

は1名に付き、無作為に選択した1つの介護度

について、3つの効用値測定尺度、VAS、TTO、

SGを用いて測定した。効用値への置換、およ

び、妥当性と信頼性の検証は、専門家と同様

の方法で行った。その後、専門家で測定した

効用値と一般の人で測定した効用値の信頼性

と妥当性を検証し、効用値を決定した。 

決定した効用値を用いて、47 都道府県の
65 歳以上の WDP、および DALE を算出した。
算出方法は、性・年齢階級別 WDP は、厚生労
働省から公表されている性・年齢階級・介護
度別認定者数に、介護度別の効用値を乗じた
値を合算し、性・年齢階級別人口で除して算
出した。なお、人口統計は、住民基本台帳に
基づく人口が 80 歳以上が一括になっている
ため、国勢調査の年齢階層別の人口比率を使
用し、80 歳～94 歳についても介護保険の認
定者数に合わせて、5 歳階級別に算出した。
関連要因分析のため、全国の 2002 年の人口
区分を用いた直説法により性別年齢調整 WDP
を算出した。性・年齢階級別 DALE は性・年
齢階級別 WDP と生命表を用いて Sullivan 法
により算出した。その後、年齢調整 WDP と
DALE65、健康指標、社会経済指標、人口学
的指標との関連を分析した。 
分析に用いた指標は、健康指標は、男女別
年齢調整死亡率のうち、全死因、悪性新生物
死亡率（以下、悪性新生物）、心疾患死亡率
（心疾患）、脳血管疾患死亡率（脳血管疾患）
を用いた。社会経済指標は、一般病院病床数
（病院病床数）、介護療養型施設数（介護療
養）、医療施設に従事する医師数（医師数）、
保健師数、一人当たりの県民所得（県民所得）、
最終学歴が大学・大学院卒の者の割合（学歴）、
および完全失業率（失業率）を用い、人口学
的指標は、高齢者夫婦のみの世帯割合（高齢
者夫婦のみ）、高齢者単身世帯の割合（高齢
者単身世帯）、一般世帯の平均人員（世帯人
員）を用いた。 
DALE、WDP の算出に用いたデータと関連要
因の分析に用いたデータの一覧を表 1に示し
た。用いたデータは政府官庁による公表資料
に基づいた。 



 

 

相関の解析には Spearman の順位相関係数
を用い、統計学的有意水準は 5％未満とした。 
統計パッケージ SPSS 17.0 J for Windows を
用いた。 
効用値の調査に当たって、国際医療福祉大

学、および国立保健医療科学院の倫理委員会
の承諾を得た。 
 
表 1 加重障害保有割合（WDP）と障害調整健康

余命（DALE）の算出と関連要因の分析に用
いた変数一覧 

変数 年

 WDP (人口千人当たり) 19
DALE 19

健 
康 
指 
標 

年齢調整死亡率  
全死因 (人口 10万人当たり) 17
悪性新生物 (人口 10万人当たり) 17
心疾患 (人口 10万人当たり) 17
脳血管疾患 (人口 10万人当たり) 17

社 
会 
経 
済 
指 
標 

病院病床数 (人口 10万人当たり) 18
介護療養 (65歳以上 10万人当たり) 18
医師数 (人口 10万人当たり) 18
保健師数 (人口 10万人当たり) 18
県民所得 (一人当たり) 17
学歴 (卒業者総数) 12
失業率 (完全失業者数/労働力人口) 19

人口

学的

指標 

高齢者夫婦のみ (対一般世帯数) 17
高齢者単身世帯 (対一般世帯数) 17
世帯人員 17

注 加重障害保有割合（WDP）：厚生労働省「認定者数、

要介護状態区分・性・年齢階級・都道府県別（閲覧第

4表 平成 19年 10月審査分）」、総務省「平成 19年

版住民基本台帳人口要覧」、総務省「平成 17年国勢調

査」を使用して算出 

障害調整健康余命（DALE）：上記資料に加え、厚生労

働省「平成 17 年度都道府県別生命表」を使用して算

出 

年齢調整死亡率：厚生労働省「平成 17 年都道府県別

に見た死亡の状況」を使用 

失業率：総務省「平成 19 年＜参考＞労働力調査都道

府県別結果」を使用 

上記以外：総務省「統計でみる都道府県のすがた 2009」 

 
４．研究成果 
 専門家の分析調査票数は 2593（回収率、
35.8％）であった。TTO、SG は、低い（高い）
方の介護度が低い（高い）値になっている場
合、VAS は逆に低い（高い）方の介護度が高
い（低い）値になって場合は、質問の意味を
理解していないものとして分析から除外し
た。また、1 枚のみ（一つの介護度のみ）の
回答の場合も分析から除外した。EQ-5D は 5
つの設問があり、すべての設問に答えたもの
のみ有効とした。分析に用いた有効回答数は、
EQ-5D、2500、TTO、2280、SG、2183、VAS、
2254 であった。 

 表 2に 4つの効用値測定尺度別の介護度別
効用値の平均値と標準偏差（SD）を示した。
表は二つに分けた。一元配置分散分析の結果、
全部で 21組ある介護度の組み合わせのうち、
EQ-5D、20 組、TTO、18 組、SG、16 組、VAS、
20 組に有意差があり、EQ-5D と VAS がもっと
も介護度間の識別能力が高いことが分かっ
た。t検定の結果は、すべての尺度の組み合
わせの間に有意差があり、EQ-5D は有意に低
く、SG は有意に高かった。 

 一般の人の分析対象者は、140名（回収率

46.7%）であった。分析に用いた有効回答数は、

TTO、103、SG、107、VAS、118であった。尺度

別の介護度別の効用値は表3に示した。表は二

つに分けた。一元配置分散分析の結果、21組

の組み合わせ中、VASは5組に有意差があり、

他の尺度は有意差がなく、VASがもっとも介護

度間の識別能力が高いことがわかった。t検定

はTTOとVAS、TTOとSGは有意差がなく、VASと

SGは有意差があった。また、すべての尺度の

介護度5が介護度4よりも値が高いという逆転

の現象もみられた。 

一般の人は介護度の識別ができていないこ

とから、測定した効用値は信頼性・妥当性が

低いと考えられた。専門家で測定した効用値

は、VASが他の尺度より信頼性と妥当性が高か

ったため、効用値はVASの専門家で測定した平

均値を採用した。 

 
表 2 専門家で測定した尺度別の介護度別効用値

の平均値 

尺度 要支援 1 要支援 2 要介護 1

EQ-5D 
(2500) 

0.71 
(0.13) 

0.63 
(0.12) 

0.61 
(0.10) 

TTO 
(2280) 

0.78 
(0.21) 

0.69 
(0.24) 

0.67 
(0.25) 

SG 
(2183) 

0.89 
(0.14) 

0.87 
(0.14) 

0.83 
(0.16) 

VAS 
(2254) 

0.80 
(0.15) 

0.72 
(0.16) 

0.71 
(0.16) 

注 （ ）：標準偏差 

  尺度の（ ）：N数 

黄色：一つ低い介護度との有意差（p<0.05） 

要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5

0.54 
(0.10) 

0.45 
(0.16) 

0.11 
(0.19) 

-0.01 
(0.12) 

0.60 
(0.24) 

0.54 
(0.27) 

0.44 
(0.31) 

0.32 
(0.30) 

0.78 
(0.19) 

0.74 
(0.22) 

0.64 
(0.27) 

0.52 
(0.28) 

0.61 
(0.16) 

0.46 
(0.16) 

0.30 
(0.15) 

0.20 
(0.14) 

 
 



 

 

表 3 一般の人で測定した尺度別の介護度別効用
値の平均値 

尺度 要支援 1 要支援 2 要介護 1 

TTO 
(103) 

0.61 
(0.18) 

0.58 
(0.14) 

0.61 
(0.14) 

SG 
(107) 

0.64 
(0.21) 

0.65 
(0.20) 

0.65 
(0.35) 

VAS 
(118) 

0.63 
(0.16) 

0.63 
(0.15) 

0.62 
(0.19) 

注 （ ）：標準偏差 

  尺度の（ ）：N数 

要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 

0.55 
(0.22) 

0.46 
(0.26) 

0.39 
(0.23) 

0.46 
(0.28) 

0.58 
(0.22) 

0.43 
(0.22) 

0.42 
(0.22) 

0.55 
(0.26) 

0.48 
(0.24) 

0.45 
(0.26) 

0.29 
(0.18) 

0.37 
(0.23) 

 
表 4に都道府県の WDP の平均値（人口千対）

を示した。65～69 歳 WDP は、男性は 10.7～
18.9 であり、女性は 8.9～15.6 であった。年
齢調整 WDP（人口千対）は、男性は 38.88～
58.66であり、女性は48.71～75.86であった。 
 
表 4 都道府県の加重障害保有割合（WDP）の平

均値                         （人口千対） 

 男性 女性 

65～69歳 13.7 (1.9) 11.0 (1.5) 
70～74 28.1 (2.8) 26.6 (3.8) 
75～79 54.0 (5.2) 63.2 (7.8) 
80～84 101.6 (8.9) 134.1 (13.4) 
85～89 164.4 (14.6) 246.1 (16.7) 
90～94 256.2 (21.2) 363.3 (19.8) 
注 （ ）は標準偏差 

 
表 5、表 6に都道府県の平均余命（LE）と
DALE の平均値を示した。男性の 65歳 LE は
17.04～19.16年であり、女性は 22.77～24.86
年であった。男性の DALE65 は 15.68～17.72
年であり、女性は 19.33～20.75年であった。 
 

表 5 男性の都道府県の平均余命（LE）と障害調 
整健康余命（DALE）の平均値  

（単位 年） 
 男性 

LE DALE 

65歳 18.31 (0.37) 16.92 (0.34) 
70 14.60 (0.33) 13.15 (0.29) 
75 11.25 (0.29) 9.77 (0.25) 
80 8.38 (0.24) 6.83 (0.19) 
85 6.03 (0.21) 4.42 (0.16) 
90 4.30 (0.18) 2.39 (0.08) 

注 （ ）は標準偏差 

 

表 6 女性の都道府県の平均余命（LE）と障害調
整健康余命（DALE）の平均値  

（単位 年） 
 

 
女性 

LE DALE  

65歳 23.50 (0.40) 20.21 (0.32) 
70 19.19 (0.39) 15.84 (0.31) 
75 15.12 (0.38) 11.72 (0.28) 
80 11.38 (0.35) 7.97 (0.23) 
85 8.21 (0.32) 4.83 (0.16) 
90 5.77 (0.27) 2.37 (0.09) 

注 （ ）は標準偏差 

 
表 7 に年齢調整 WDP と DALE65、健康指標、
社会経済指標、人口学的指標との相関係数を
示した。DALE65 は、女性の脳血管疾患を除い
てすべての健康指標と有意な負の相関を示
し、男女ともに DALE65 とそれぞれの全死因
と有意な負の相関を示した。社会経済指標は、
男女とも年齢調整 WDPは医師数と有意な正の
相関を示し、女性は保健師数と有意な負の相
関を示した。また、男女ともに年齢調整 WDP
と DALE65 は完全失業率と有意な相関を示し
た。人口学的指標は、男女の年齢調整 WDP は
高齢者単身世帯と有意な正の相関を示し、女
性の年齢調整 WDPは世帯人員とも有意な負の
相関を示した。 
 
表7 年齢調整加重障害保有割合（年齢調整WDP）、

65歳障害調整健康余命（DALE65）と健康
指標、社会経済指標、人口学的指標との間

の相関係数 
 

指標 
男性 女性 

WDP DALE WDP DALE

健康指標     
年齢調整死亡率     
全死因（男性） 0.33 -0.86 0.13 -0.33
全死因（女性） 0.10 -0.68 0.30 -0.81
悪性新生物 0.27 -0.69 0.28 -0.60
心疾患 -0.12 -0.42 0.23 -0.58
脳血管疾患 -0.11 -0.36 -0.34 -0.11
社会経済指標   
病院病床数 0.26 -0.16 0.02 0.36
介護療養型 0.18 0.05 -0.01 0.39
医師数 0.42 -0.05 0.29 0.11
保健師数 0.01 0.08 -0.32 0.61
県民所得 -0.29 0.15 -0.01 -0.25
学歴 -0.11 0.30 0.24 -0.28
完全失業率 0.53 -0.38 0.49 -0.31
人口学的指標   
高齢者夫婦のみ 0.20 -0.06 0.15 0.16
高齢者単身世帯 0.46 -0.23 0.36 0.01
世帯人員 -0.25 0.03 -0.47 0.27

注 WDP：年齢調整WDP、DALE：DALE65 

  ブルー：p<0.05、ピンク：p<0.01 

  年齢調整死亡率：男性は男性のデータを、女性は女

性のデータを使用 



 

 

 
効用値の測定に際しては、一般の人は介護

度の識別ができない可能性が示唆され、専門
家を対象に測定した方が、信頼性、妥当性と
もに高かった。 
本研究で効用値を測定したことによって、

国内における介護保険統計を用いた DALE の
算出が可能となった。国内においては、介護
保険統計を用いた DFLE は介護度 2以上を障
害者と定義しているが、本研究の DALE は全
介護度に重み付をしているため、障害の定義
に左右されないという利点がある。 
介護保険制度の施行によって、介護保険認

定者率は国民の QOLの測定尺度として最適で
あり、他国にはない健康尺度とされている。
本研究で算出した WDP と DALE は、すべての
介護度に重み付けをするため、介護保険認定
率よりも QOLの測定尺度として優れた指標で
あると考えられる。 
国内で DALE の継続的な算出が可能となっ

たのは、介護保険認定者数が把握できるため
であり、世界に類のない算出方法と考える。
現在 WDP、DALE の活用を開始している自治体
が複数あり、今後は WDP、DALE が高齢者健康
指標として保健医療福祉政策の策定に幅広
く活用されることが望まれる。 
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